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1. はじめに 
 
本論は大学という組織における新しい教育に関するケ

ースの一つとして，近年採用が進められている実務家教

員に対する考察を行う。伝統的な教員との比較を試みる

ことによって政策的示唆を提示する。 
高等教育機関の学士課程における教育が民間企業や自

治体などでの実務の経験をもつ教員によって担われるこ

とになる政策が進行している。2020 年に「大学無償化（高

等教育の無償化）」というスローガンのもとで導入された

「高等教育の修学支援新制度」では，その対象となる条

件として家庭の収入が一定金額以下であることや学習意

欲が高いといった学生であることと，その学生が所属す

る大学において実務の経験者によって担当される授業科

目が一定割合以上配置されていることが挙げられてい

る。ただし，この「新制度」は専門職大学院とは異なっ

て，教員の実務経験年数に関する定めを設けているわけ

ではない。また，「ここでいう「実務経験のある教員」と

は，単に教員に学外での勤務経験があるだけでは足りず，

担当する授業科目に関連した実務経験を有している者を

指し，「実務経験のある教員による授業科目」とは，その

実務経験を十分に授業に活かしつつ，実践的教育を行っ

ていることを指す」[1]と緩やかに定義されているだけで

ある。制度の対象となる学生がこれらの実務家教員によ

る授業科目を履修する義務をもつわけでもない。また，

2019 年には文部科学省によって「持続的な産学共同人材

育成システム構築事業」の公募が行われて，実務の経験

者が教員として仕事を得るための研修プログラムの開発

が始められている。このプログラムの修了者は学校教育

法などの法規で定められた履修証明書が交付される。さ

らに，同事業によって運営される「大学等と実務家教員

のためのマッチングサポート」に登録することができ，

大学や専門学校などの教育機関への就職支援を受けられ

ることになっていて，2024 年 4 月時点でその登録者数は

約 580 名である[註 1]。 

これらの実務経験者を教員として雇用する政策の目的

は日本経済の成長や産業の振興である。「大学無償化（高

等教育の無償化）」政策は 2017 年に閣議決定された「新

しい経済政策パッケージ」に含まれていたものである。

そこでは「人づくり革命」という言葉が用いられていて，

大学は社会，とりわけ産業界のニーズに対応するべく，

学術と実践的な教育のバランスをとることが必要である

という。また，実務経験者を授業科目の担当者にするこ

とや，産業界出身者を大学の理事へ外部人材として任命

することなどが提案されている。「持続的な産学共同人材

育成システム構築事業」も同様に「持続的に社会の要請

に応えることができる産学共同による人材育成システム

を構築する」という目的を示している。ここでの社会と

は「産学共同」という事業名称からわかるように主とし

て産業界を意味するものである。すなわち，実務家教員

の採用は学士課程において特定の授業科目，たとえば，

伝統的な研究者が担うことのできない新たな分野に対応

する授業科目を任せるといった大学内部における固有の

理由ではなく，大学外部の産業界の事情に応じて進めら

れている。 
本論は実務家教員を対象とした質問紙調査の回答デー

タを対象にして，教育に関する自己意識の特徴を明らか

にする。その際，大学以外の職場で正社員などの正規従

業員として勤務経験のない，生涯にわたって研究に従事

してきたような伝統的な大学教員である研究者教員との

比較を行う。分析を通じて，現在進行中の実務家教員の

登用推進政策を検証するという意義をもつ研究である。 
 
2. 実務家教員に関する先行研究 
 
実務家教員の採用に関する研究として，既述のように

政策により実務家教員の採用が進行している一方で，学

問領域によっては政策とは関係なく慣行として実務の経

験者が教員の職へ就任してきたことが示されている[2]。

また，実務家教員の問題について，自慢話しやお説教を

技能・技術報告 

技能科学研究，41 巻，1号 2024 

- 1 - 

 

 

 

オオンンラライインン中中心心のの授授業業形形態態をを取取りり入入れれたたププロロジジェェククトト学学習習ににおおけけるる  

リリーーダダーーシシッッププ開開発発のの評評価価  

Evaluation of Leadership Development in Project-Based Learning with an 
Online-Centered Classroom 

 

上田 勇仁 
Hayato Ueda 

 

 

The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
Keywords: Leadership Development, Project-Based Learning, Online Learning, Service Learning 

 

 

1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考
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する，「お勉強」を披瀝する，盛り込みすぎる・教え過ぎ

る，議論に終始して指導できない，顧客へ過剰サービス

を行う，自分の受けた教育方法へ固執するといった類型

化が行われている[3]。 
実務家教員の実態を明らかにする研究としては，まず，

高度な知識を必要とする専門職の養成に関するものがあ

る。看護学の領域では実務家教員は実践と学術研究のパ

ートナーシップを促進する役割を果たすこと[4]，対人援

助職としての看護師が大学院で学び直しを行って実務家

教員になることには固有の意義があること[5]が示されて

きた。学校教員養成の領域では実務家教員は自らのアイ

デンティティを変更すること，新しい職場の環境へ適応

すること，研究活動に対する恐怖感という問題を抱える

ことが明らかにされたり[6]，教職大学院における実務家

教員を対象とするファカルティ・ディベロップメントの

あり方を検討するために, 大学院で研究を行う現職教員

を対象とする聞き取り調査を行って「理論と実践の往還」

の性格を描き出すことが進められたりしている[7]。この

ような専門職としての実務家教員へアプローチする研究

は大学院での研究のトレーニングや学部卒業後の継続学

習に焦点を当てたものであり，本論で検討する学士課程

における職業人養成に対する関心は低い。 
次に，学士課程の教育に携わる実務家教員へ着目する

研究がある。ビジネス実務の領域における実務家教員を

対象としたアンケート調査から，短期大学勤務者よりも

大学勤務者の方が実務の経験年数が長いことや，専門領

域を超えた知識を活用する方法を獲得できていないと認

識されていることが明らかにされている[8]。同じくビジ

ネス領域の実務家教員に対する聞き取り調査から，実務

の経験内容，年数，教員になった理由などは多様であり，

研究や教育のスキルについての課題を解決するための支

援を必要としていることも示されている[9]。キャリア教

育を担当する実務家教員への聞き取り調査からも，採用

されて働き始めてから教育力の向上や学術的専門性を高

める必要性が認識されることが指摘されている[10]。また，

社会福祉の領域を専門とする実務家教員が自身の担当す

る短期大学における特定の講義に関するアンケート調査

の結果から，学生は教員による実務の体験談を肯定的に

受けとめていて，それを通じて知識の習得を進めたいと

考えていると解釈されている[11]。医療事務を専門領域と

する実務家教員は自らの授業内容を厚生労働省が提唱す

る「社会人基礎力」を参照して振り返りを実施し[12]，ま

た，民間企業での人事採用業務の経験のある実務家教員

が勤務先大学での PBL 型授業に関して課題の整理を行

っている[13]。これらの研究は実務家教員の課題に対して

新たな知見を提示するものである。しかし，実務の経験

をもたない教員との比較をしているわけではなく，実務

家教員固有の課題が明らかになっているとまではいえな

い。 
同時に，実務家教員と研究者教員とを比較する研究も

進められている。授業観察や聞き取り調査を通じて，実

務家教員には伝統的な「大学らしさ」を求めることなく

学生のニーズを満たすことを重視する傾向があることが

示されている[14]。また，選抜性の低い大学に勤める大学

教員を対象とした質問紙調査から，教員として就職する

際の学会誌相当の査読付き論文の業績に関しては実務家

教員と研究者教員とでは明確な差が見られないこと[15]

や，同じ調査から「教育への関心が『高い』，『どちらか

といえば高い』，かつ，研究への関心が『どちらかといえ

ば低い』，『低い』」教員層に占める実務家教員の割合が相

対的に高いことなどが明らかとされている[16]。学校教員

養成の領域では質問紙調査の結果から実務家教員は教師

が「組織」として学ぶことを重視する一方で，研究者教

員は「個人」として学ぶことを重視する傾向があり，学

習を捉える視点が異なることが明らかにされていたり

[17]，実務家教員と研究者教員の役割分担は模索段階であ

り，そもそも「実務」や「実践」といった概念の理解が

共有されていないという課題があったりするという[18]。 
以上の研究は実務家教員の特徴をそれぞれの側面から

浮かび上がらせている。他方で，これまでの研究におい

ては実務家教員の教育に関する自己評価の特徴について

は明らかとはなっていない。また，実務家教員といって

も当該実務に関する授業だけではなく，初年次教育，教

養教育，キャリア教育などの多様な授業を担うことも一

般的である。そこで，本論は個別の授業に焦点を絞らず

に，教員自身による自己評価に着目する。 
 
3. 質問紙調査（ウェブ調査）のデータに

対する分析 
 
3.1. 分析に用いるデータの概要 

利用するデータは「大学における実務教育に関する全

国調査」という質問紙調査（ウェブ調査）の結果である。

この調査は 2022 年 2 月から 2022 年 5 月まで 4 ヶ月間行

われた。全国の国立，公立，私立の四年制大学における

観光領域，メディア領域，ファッション領域，スポーツ

マネジメント領域の 4 領域に関連する学部・学科ウェブ

サイトに所属教員として氏名が掲載されている全員に対

して，実務経験の有無や期間，その内容にかかわらず回

答への協力を依頼した[註 2]。依頼の文章は郵便で送付し，

回答はウェブサイトを通じて行われた。その際，回答は

統計的に処理され，回答内容から回答者が特定されるこ

とはなく，研究目的以外には回答を使用しないことを約

束している。観光領域 671 名，メディア領域 851 名，フ

ァッション領域 242 名，スポーツマネジメント領域 819
名，合計 2,583 名へ依頼して，500 名が回答した[註 3]。
回収率は 19.4％である。質問紙調査の内容は現在の雇用

状況，大学での仕事内容，大学以外の職場での仕事経験，

担当する授業と経験した実務との関係，大学に関する考

え方である。学部・学科のウェブサイトでは経験した実

務の内容については紹介されていないことが一般的であ

る。そのため，必ずしも学部・学科の専門領域と，教員

が経験した実務の領域は一致しないこともある。また，

実務家教員であることがシラバスなどに記載されていな
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 14 ｰ
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い場合であっても，大学以外の職場における実務の経験

をもつ回答者もいるだろう。そこで，この分析において

は，実務家教員を「これまで大学以外の職場で正規従業

員（正社員など）としてお勤めになったことはあります

か」という設問に対して「はい」と回答した層と操作的

に定義する。また，「いいえ」と回答した層を研究者教員

と定義する。 
 
3.2. 事例とする領域 

これらの 4 領域を事例として選択した理由は，まず人

文社会系のためである。医学・保健学や工学の分野では

従来から実務家教員が活躍していたものの，人文社会系

においても実務の経験者が大学教員としての就業を目指

す動向が見られるようになっている。たとえば，「持続的

な産学共同人材育成システム構築事業」のプログラム参

加者の最終学位は約 65％が文系であり，最も多い所属組

織は東京証券取引所プライム市場上場企業とされている

[註 4]。次に，実務の経験者が人文社会系における他領域

に比べて多いと想定されたためである。社会科学の中で

は産業界の実践と密接に関わるのは経営学であるものの，

この 4 領域はその経営学を含みつつさらに特定の実践領

域を重視する学問領域であり，業種や職業と強く結びつ

いている。学習者に対して将来の業種や職業に直接的に

関連する望ましい変化を促すことができるという自己評

価である「教師効力感」を検討するための事例として相

応しいものである。 
観光領域は観光を対象とする学際的な領域である。観

光に関するビジネスの知識だけではなく歴史学，博物館

学，人文地理学などの人文系の学問も関連している。観

光学部では実務家教員の多さが学生募集にとって重視さ

れることがあり，たとえばある大学の紹介において「過

半数の教員がツーリズムやマネジメントの豊富な実務経

験を持つ」[註 5]という紹介がされる。旅行会社や航空会

社，自治体の観光関連部署などの経歴をもつ実務家教員

がいるのである。メディア領域は主にはマス・コミュニ

ケーションやジャーナリズムを対象とするものである。

広告，大衆文化，時事問題なども射程に入れる領域であ

る。マス・メディア出身の研究者も多く，たとえば 1986
年に行われた日本新聞学会における「マスコミ教育懇談

会」は新井直之創価大学教授，岸田功文京大学教授とい

った実務経験者を世話人の一部としている[19]。現代でも

新聞社，テレビ局，インターネットビジネスなどの経験

者が実務家教員として採用されている．ファッション領

域は大学においては被服学や家政学として扱われてきた。

しかし，その人材育成の点においては専門学校・専修学

校で行われてきたとされる[20]。専門学校・専修学校では

実務家教員による授業が多く行われていて，大学におい

ても諸外国の大学と同様に実学を強く意識して実務家教

員による教育が必要であると認識されている[21]。製造業

や小売店などの経歴をもつ実務家教員がいる。スポーツ

マネジメント領域は伝統的な体育系の教員養成とは異な

るものである。中心的な視点にスポーツ健康科学や体育

学といったスポーツを据えるものと，経営学や商学とし

てマネジメントを据えるものがあり，さまざまな実務の

経歴をもった教員が増える傾向が予想されている[22]。製

造業やサービス業などの出身者が実務家教員として採用

されている。 
また，それらの学部・学科においては，たとえば観光

領域における人文地理学，メディア領域における社会学，

ファッション領域における美学，スポーツマネジメント

領域における社会福祉論のように人文社会系の研究者教

員も多く雇用されていることから，実務家教員と研究者

教員の比較が可能である。 
 
3.3. 回答者の傾向 

 調査回答者については特定の傾向が存在していた。そ

れは実務家教員であっても想定される印象とは異なって

研究活動を行っていることである。たとえば，「所属大学

での1年間のすべての仕事の量を10とした場合の『研究』

の量」という設問に対して，3 から 10 までのいずれかの

整数を選択した研究者教員は 40.6％，実務家教員は

35.3％であり，両者には大きな相違があるわけではなか

った。また，「2021 年 4 月から 2022 年 3 月までの期間に

おける査読付き学術論文の発表有無」についての設問に

対して「あり」と回答した研究者教員は 42.0％，実務家

教員は 30.1％，同期間における「国内学会発表の有無」

についての設問に対して「あり」と回答した研究者教員

は 51.2％，実務家教員は 46.2％，同期間における「制作

物の公開有無」という論文や学会発表ではない種類の成

果については，「あり」と回答した研究者教員は 22.0％，

実務家教員は 32.4％であった。調査回答者の実務家教員

は研究者教員と同程度には研究活動に対して消極的では

ない層が含まれているという傾向がみられるのである。

以下の分析は研究への志向があるという特徴の存在を前

提とするものである。 
 また，これまで行われてきた他の大学教員調査と比較

して，本調査の回答者の特徴は次のとおりである。回答

者の所属大学が私立であった者は 93.0％であった。それ

に対して，「大学における意思決定と運営に関する調査

（教員編）」[23]では 69.7％，「全国大学教員調査 2019」[24]

では 27.6％，「大学への資源配分と教育研究活動に関する

教員調査」[25]では 64.7％であった。観光，メディア，フ

ァッション，スポーツマネジメントの各領域に関する学

部・学科は私立大学において設置されていることが多い

ため，他の調査よりも私立大学在籍者の回答割合が高く

なっている。次に，本調査の回答者の年齢は 50 歳以上

60 歳未満と 60 歳以上を合わせて 58.2％である。それに

対して，「大学における意思決定と運営に関する調査（教

員編）」[26]では 65.9％，「全国大学教員調査 2019」[27]で

は 48.9％，「大学への資源配分と教育研究活動に関する教

員調査」[28]では 50.5％であり，さらに，「大学教員と地

域・職業教育的機能に関する調査」[29]では 51.6％であっ

た。回答者の年齢については他の調査との相違はあまり

ないと考えられる。 
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The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
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1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考

論文 

ｰ 15 ｰ
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以下の分析では 500 名の回答のうち，所属する学部・

学科としてもっとも近いものとして回答された観光領域

141 名，メディア領域 124 名，ファッション領域 55 名，

スポーツマネジメント領域 156 名を対象とする。所属す

る学部・学科が「その他」の場合や不明の場合を除いて

いる。また，分析内容によって回答の欠損値が除外され

るため，分析対象となるケース数が常に一致するわけで

はない。 
 
 

3.4. 変数の設定 

表 1 は本稿の分析で使用する変数の操作的定義をまと

めたものである。従属変数は教育自己評価と支援・育成

自己評価の 2 つである。 
教育自己評価は，「A．担当する授業で学生は満足でき

ている」，「B．担当する授業で学生に対して十分に知識

を伝えられている」，「C．担当する授業で学生に対して

十分に技術・技能を伝えられている」，「D．担当する授

業で学生の批判的思考を促すことができている」，「E． 
担当する授業で学生が勉強するように工夫できている」

変数名 操作的定義

教育自己評価

学生の教育に関する自己評価を尋ねる「A. 担当する授業で学

生は満足できている」，「B. 担当する授業で学生に対して十

分に知識を伝えられている」，「C. 担当する授業で学生に対

して十分に技術・技能を伝られている」，「D. 担当する授業

で学生の批判的思考を促すことができている」，「E. 担当す

る授業で学生が勉強するように工夫できている」の5つの質問

項目（各5件法）について，「とてもそう思う」＝4～「まっ

たくそう思わない」＝1とした。「該当しない・実施していな

い」という回答は欠損値として分析から除外した。

支援・育成自己評価

学生の支援や育成に関する自己評価を尋ねる「F. 学生を精神

的に支援している」，「G. 学生を社会人として育てている」

の2つの質問項目（各5件法）について，「とてもそう思う」

＝4～「まったくそう思わない」＝1とした。「該当しない・

実施していない」という回答は欠損値として分析から除外し

た。

性別（男性ダミー）
男性＝1，女性＝0 とした。「その他」という回答は欠損値と

して分析から除外した。

年齢
「40歳未満」＝35，「40歳以上50歳未満」＝45，「50歳以上60
歳未満」＝55，「60歳以上」＝65とした。

博士号取得ダミー
博士号を取得している＝1，博士号を取得していない＝0とし

た。

（所属大学種別）国公立ダミー 国公立大学所属＝1，私立大学所属＝0とした。

所属学部・学科の入試難易度

「合格することが難しい学部・学科である」＝4，「どちらか

といえば合格することが難しい学部・学科である」＝3，「ど

ちらかといえば合格することが容易な学部・学科である」＝

2，「合格することが容易な学部・学科である」＝1とした。

所属大学と出身大学が同一ダミー 同一である＝1，異なる＝0とした。

所属大学と出身大学院が同一ダミー 同一である＝1，異なる＝0とした。

所属学部・学科（もっとも近いもの）

「観光」，「メディア」，「ファッション」，「スポーツマ
ネジメント」（基準）という4カテゴリーのダミー変数とし

た。「その他」という回答は欠損値として分析から除外し
た。

職位
教授相当，准教授相当，講師以下相当（基準）の3カテゴリー

のダミー変数とした。

（任期の定め）有期雇用ダミー
任期の定めあり＝1，任期の定めなし＝0とした。「わからな

い」という回答は欠損値として分析から除外した。

大学以外の職場で正規従業員として勤務した経験（実務家教
員ダミー）

勤務経験あり＝1，勤務経験なし＝0とした。

教育エフォート

研究エフォート

社会貢献エフォート

1週間あたりの学部授業担当コマ数

「0コマ」＝1，「1コマ以上4コマ未満」＝3，「4コマ以上7コ
マ未満」＝5.5，「7コマ以上10コマ未満」＝8.5，「10コマ以上

13コマ未満」＝11.5，「13コマ以上」＝14.5とした。

1クラスに200人以上が受講する授業の担当（大人数授業担当

ダミー）
学習方法を身につけるための1年生向け授業の担当（初年次授

業担当ダミー）
卒業論文・卒業研究・卒業制作などを行う授業の担当（卒論
ゼミ担当ダミー）

資格取得を目指す授業の担当（資格取得授業担当ダミー）

教養教育の授業の担当（教養教育担当ダミー）

専門教育の授業の担当（専門教育担当ダミー）

1年間のすべての仕事の量を10とした場合の，教育に関する仕

事の量である。回答は11件法であり，0～10のいずれかであ

る。「その他」については多重共線性が発生するため，分析

「担当している」＝1，「担当していない」＝0とした。

表1　分析で使用する変数の操作的定義
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 16 ｰ
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という 5 つの質問項目の合成変数である。各質問項目に

ついて，「とてもあてはまる」＝4～「まったくあてはま

らない」＝1 として平均値を算出した。支援・育成自己

評価は，「F．学生を精神的に支援している」，「G．学生

を社会人として育てている」という 2 つの質問項目の合

成変数である。教育自己評価と同じ手続きによって平均

値を算出した。なお，教育自己評価と支援・育成自己評

価は，該当する質問文がある設問全体を因子分析（主因

子法，プロマックス回転）にかけて同じカテゴリーに分

類されることを確認したうえで作成している（表 2）[註

6]。表中の Cronbach のα係数をみる限り，2 つの従属変

数の内的整合性は一定以上の水準であると考えられる。 
独立変数で最も重要なのは，実務家教員ダミーである。

この変数の操作的定義は前述したとおりである（表 1 も

参照）。他の独立変数については表中にあるとおりである。

実務家教員ダミーの影響を明らかにするためには，性別

等の属性に加えて教員としての業務経験等の変数の影響

を統制する必要がある。特に教育実践に相当する量的・

質的な授業・教育担当経験は 2 つの従属変数と関連して

いると予想されるため統制変数とした。 

表2　自己評価の因子分析

教育自己評価 支援・育成自己評価 研究自己評価

質問項目 Cronbach's α=0.772 Cronbach's α=0.730 Cronbach's α=0.620
因子負荷量 因子負荷量 因子負荷量

担当する授業で学生に対して十分に知識を伝えられている 0.801 -0.076 -0.018
担当する授業で学生に対して十分に技術・技能を伝られえている 0.693 0.020 -0.042
担当する授業で学生は満足できている 0.609 0.003 0.062
担当する授業で学生の批判的思考を促すことができている 0.502 0.101 0.003
担当する授業で学生が勉強するように工夫できている 0.407 0.289 0.041
学生を精神的に支援している 0.007 0.886 -0.041
学生を社会人として育てている 0.094 0.571 0.012
研究のための外部資金を獲得している -0.090 0.014 0.843
研究業績をあげている 0.185 -0.109 0.655
大学の管理運営に貢献している -0.115 0.311 0.358
因子相関行列

　教育自己評価 1.000 0.491 0.203
　支援・育成自己評価 0.491 1.000 0.134
　研究自己評価 0.203 0.134 1.000
注1：主因子法，プロマックス回転による。

注2：N=335。

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

教育自己評価／支援・育成自己評価 2.798 0.474 1.000 4.000 2.851 0.671 1.000 4.000
男性ダミー 0.768 0.423 0.000 1.000 0.762 0.427 0.000 1.000
年齢 51.771 10.815 35.000 65.000 51.675 10.829 35.000 65.000
博士号取得ダミー 0.458 0.499 0.000 1.000 0.455 0.499 0.000 1.000
（所属大学種別）国公立ダミー 0.063 0.242 0.000 1.000 0.060 0.238 0.000 1.000
所属学部・学科の入学試験難易度 1.969 0.899 1.000 4.000 1.966 0.900 1.000 4.000
所属大学と出身大学が同一ダミー 0.086 0.281 0.000 1.000 0.084 0.277 0.000 1.000
所属大学と出身大学院が同一ダミー 0.081 0.273 0.000 1.000 0.079 0.269 0.000 1.000
（所属学部・学科）観光 0.307 0.462 0.000 1.000 0.304 0.460 0.000 1.000
（所属学部・学科）メディア 0.268 0.444 0.000 1.000 0.267 0.443 0.000 1.000
（所属学部・学科）ファッション 0.076 0.265 0.000 1.000 0.073 0.261 0.000 1.000
（所属学部・学科）スポーツマネジメント 0.349 0.477 0.000 1.000 0.356 0.479 0.000 1.000
（職位）教授相当 0.500 0.501 0.000 1.000 0.497 0.501 0.000 1.000
（職位）准教授相当 0.255 0.437 0.000 1.000 0.254 0.436 0.000 1.000
（職位）講師以下相当 0.245 0.431 0.000 1.000 0.249 0.433 0.000 1.000
（任期の定め）有期雇用ダミー 0.323 0.468 0.000 1.000 0.325 0.469 0.000 1.000
実務家教員ダミー 0.583 0.494 0.000 1.000 0.584 0.494 0.000 1.000
教育エフォート 4.281 1.514 2.000 10.000 4.283 1.516 2.000 10.000
研究エフォート 2.198 1.144 0.000 7.000 2.191 1.144 0.000 7.000
社会貢献エフォート 1.664 1.135 0.000 6.000 1.668 1.135 0.000 6.000
1週間あたりの学部授業担当コマ数 6.779 2.745 0.000 14.500 6.779 2.764 0.000 14.500
大人数授業担当ダミー 0.240 0.427 0.000 1.000 0.238 0.427 0.000 1.000
初年次授業担当ダミー 0.727 0.446 0.000 1.000 0.728 0.446 0.000 1.000
卒論ゼミ担当ダミー 0.859 0.348 0.000 1.000 0.856 0.352 0.000 1.000
資格取得授業担当ダミー 0.422 0.495 0.000 1.000 0.424 0.495 0.000 1.000
教養教育担当ダミー 0.672 0.470 0.000 1.000 0.673 0.470 0.000 1.000
専門教育担当ダミー 0.956 0.206 0.000 1.000 0.953 0.212 0.000 1.000

表3　分析で使用する変数の記述統計量

支援・育成自己評価の分析で使
用する変数（各N=382）

教育自己評価の分析で使用する
変数（各N=384）変数
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The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
Keywords: Leadership Development, Project-Based Learning, Online Learning, Service Learning 

 

 

1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考

論文 
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教育自己評価については，平均値 2.800，標準偏差 0.473，
最小値 1.000，最大値 4.000，歪度 0.055，尖度 0.594 とな

っており，分布は正規分布に比較的近似している

（N=466）。支援・育成自己評価については，平均値 2.863，
標準偏差 0.672，最小値 1.000，最大値 4.000，歪度-0.275，
尖度 0.247 であり，こちらも分布は正規分布に比較的近

似している（N=463）[註 7]。 
 

3.5. 自己評価の規定要因 

2 つの自己評価を従属変数とした重回帰分析を行う。

表 3 は分析で使用する変数の記述統計量をまとめたもの

であり，表 4 は重回帰分析の結果をまとめたものである

[註 8]。なお，所属学部・学科，博士号取得の有無によっ

て，実務家教員ダミーの影響が異なる可能性を検討する

ために，交互作用項を投入したモデル 2，モデル 3 も設

定している[註 9]。 
教育自己評価については次の 5 点がわかる。第 1 に，

実務家教員ダミーには有意な関連はみられないという点

である。実務家教員であることは教育に関する自己評価

へ影響を及ぼしていない。第 2 に，有意な正の関連があ

るのは，所属学部・学科の入学試験難易度，（所属学部・

学科）メディア，（職位）准教授相当，研究エフォート，

社会貢献エフォートであるという点である。入学試験難

易度が高いほど，研究エフォートや社会貢献エフォート

が高いほど，また，他の領域と比較してメディアの領域

である場合や他の職位に比べて准教授である場合に自己

評価は高くなる。第 3 に，有意な負の関連があるのは，

博士号取得ダミーであるという点である。博士号を取得

していることが自己評価へ負の影響をもたらしている。

第 4 に，有意な関連がない他の独立変数として注目され

るのは，教育エフォート，1 週間あたりの学部授業担当

コマ数，大人数授業や教養教育などの各種授業・教育担

当ダミーである。第 5 に，実務家教員ダミーと所属学部・

学科ダミーの交互作用項，実務家教員ダミーと博士号取

得ダミーの交互作用項には有意な関連はみられないとい

う点である。 
支援・育成自己評価については次の 5 点がわかる。第

1 に，実務家教員ダミーには有意な関連はみられないと

いう点である。教育自己評価と同様に実務家教員である

ことは影響を及ぼさない。第 2 に，有意な正の関連があ

るのは，（職位）准教授相当，社会貢献エフォート，1 週

間あたりの学部授業担当コマ数，専門教育担当ダミーで

あるという点である。社会貢献エフォートが高いほど，1
週間あたりの学部授業担当コマ数が多いほど，また，他

の職位に比べて准教授である場合や専門教育を担当して

いる場合に自己評価は高くなる。第 3 に，有意な負の関

表4　自己評価の規定要因（重回帰分析）

従属変数

教育自己評価 支援・育成自己評価

モデル1 モデル2 モデル3 モデル1 モデル2 モデル3
 標準化

偏回帰

係数

 標準化

偏回帰

係数

 標準化

偏回帰

係数

 標準化

偏回帰

係数

 標準化

偏回帰

係数

 標準化

偏回帰

係数

男性ダミー -0.081 -0.080 -0.082 -0.127 * -0.127 * -0.128 *
年齢 -0.010 -0.012 -0.009 -0.023 -0.029 -0.022
博士号取得ダミー -0.130 * -0.141 + -0.144 + -0.073 -0.086 -0.079
（所属大学種別）国公立ダミー -0.092 + -0.096 + -0.092 + -0.041 -0.039 -0.041
所属学部・学科の入学試験難易度 0.130 * 0.131 * 0.129 * 0.010 0.010 0.009
所属大学と出身大学が同一ダミー -0.037 -0.047 -0.037 -0.054 -0.056 -0.054
所属大学と出身大学院が同一ダミー -0.068 -0.065 -0.068 0.071 0.071 0.071
（所属学部・学科）観光（基準：スポーツマネジメント） 0.108 + 0.137 0.109 + 0.049 0.039 0.049
（所属学部・学科）メディア（基準：スポーツマネジメント） 0.129 * 0.145 0.129 * -0.087 -0.131 -0.087
（所属学部・学科）ファッション（基準：スポーツマネジメント） 0.061 0.096 0.059 -0.035 -0.036 -0.036
（職位）教授相当（基準：講師以下相当） 0.124 0.121 0.122 0.165 + 0.171 + 0.164 +
（職位）准教授相当（基準：講師以下相当） 0.156 * 0.157 * 0.156 * 0.164 * 0.164 * 0.164 *
（任期の定め）有期雇用ダミー 0.079 0.078 0.080 0.075 0.077 0.076
実務家教員ダミー 0.093 + 0.119 0.081 0.093 + 0.055 0.087
教育エフォート 0.026 0.032 0.027 0.009 0.009 0.009
研究エフォート 0.164 ** 0.169 ** 0.164 ** 0.044 0.047 0.044
社会貢献エフォート 0.157 ** 0.158 ** 0.157 ** 0.136 * 0.133 * 0.136 *
1週間あたりの学部授業担当コマ数 0.094 + 0.089 + 0.093 + 0.204 *** 0.204 *** 0.204 ***
大人数授業担当ダミー 0.057 0.055 0.057 0.019 0.024 0.019
初年次授業担当ダミー 0.026 0.023 0.026 0.029 0.028 0.029
卒論ゼミ担当ダミー -0.091 -0.088 -0.090 0.044 0.044 0.045
資格取得授業担当ダミー -0.094 + -0.095 + -0.093 + -0.020 -0.017 -0.019
教養教育担当ダミー 0.049 0.054 0.049 0.078 0.076 0.078
専門教育担当ダミー 0.037 0.037 0.037 0.163 ** 0.168 ** 0.164 **
（所属学部・学科）観光×実務家教員ダミー 0.020 0.014
（所属学部・学科）メディア×実務家教員ダミー -0.045 0.019
（所属学部・学科）ファッション×実務家教員ダミー -0.027 0.064
博士号取得ダミー×実務家教員ダミー 0.021 0.010
自由度調整済み決定係数 0.123 0.115 0.121 0.140 0.131 0.137
F値 3.246 *** 2.778 *** 3.111 *** 3.574 *** 3.053 *** 3.422 ***
N 384 384 384 382 382 382
注：+: p,0.10，*: p<0.05，**: p<0.01，***: p<0.001。

独立変数
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 

ｰ 18 ｰ
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連があるのは，男性ダミーであるという点である。男性

であることが自己評価へ負の影響をもたらす。第 4 に，

有意な関連がない他の独立変数として注目されるのは，

教育エフォート，専門教育担当ダミー以外の各種授業・

教育担当ダミーである。第 5 に，ここでも 2 つの交互作

用項には有意な関連はみられないという点である。 
 
4. まとめ―分析結果に対する考察 
 
4.1. 実務家教員であるか否かではなく他の要因こそ

が重要であること 

以上の分析結果のうち重要な知見について考察する。

まず，実務家教員ダミーについては，他の変数の影響を

除去すると教師効力感に関連する教育自己評価と支援・

育成自己評価のいずれに対しても明確な関連はみられな

かった。しかも，所属学部・学科や博士号取得の有無に

よってこの結果に相違はなかった。この理由の解釈とし

て，実務家教員だからといって突出した教育力を有して

いるという認識があるわけではないからということと，

前述したように調査回答者は研究活動を相当程度行って

いる者が少なくなく[註 10]，研究経験の少ない実務家教

員像とは異なる者が含まれるからだということが挙げら

れる。今回の分析結果からは実務家教員による教育を無

条件で称賛することも過度に批判することもできない。 
次に，エフォートに関する変数についてである。教育

自己評価と支援・育成自己評価のいずれに対しても，教

育エフォートには有意な関連がみられなかった一方で，

社会貢献エフォートには有意な正の関連がみられた。前

者に関しては教育に単に時間を投入するだけでは，明確

な成果は得られないということであろう。後者について

は，大学外とのつながりや越境学習が授業や学習支援に

おいて活かされるということなのかもしれない。調査の

対象となった観光領域，メディア領域，ファッション領

域，スポーツマネジメント領域の 4 領域において，教員

にとって各領域の実践の現場における社会貢献が学内の

様々な業務に対して有益であることも想定される。研究

エフォートについては，教育自己評価に対してのみ有意

な正の関連がみられた。大学の授業は研究のインプット

やアウトプットに根差すことによって，より成果を発揮

するということを示唆している。 
最後に，各種授業・教育担当に関する変数についてで

ある。教育自己評価に対しては，担当する授業の量や質

に相当する変数には有意な関連がない。この理由につい

ては自己評価という変数の特徴であるからなのかさらな

る検討が必要である。ただし，1 週間あたりの学部授業

担当コマ数，専門教育担当ダミーについては，支援・育

成自己評価と有意な正の関連がみられた。学生と密に接

する機会が多いほど学習支援をしやすいからであると推

測される。 
教育自己評価と支援・育成自己評価それぞれの程度に

関しては研究者教員と比較して実務家教員であることで

はなく，研究や社会貢献に対する関わりの程度，学部授

業担当コマ数や専門教育を担当しているかどうかといっ

た仕事の状況こそが関連していることが明らかになった

といえる。限られたデータからの分析ではあるものの，

実務家教員，研究者教員双方に対するそれらの仕事への

支援によって自己評価は改善される可能性もあるだろう。 
 
4.2. 本論の限界と今後の課題 

 本論は質問紙調査に対する回答データへ分析と考察を

行うことによって，これまで実施されてこなかった研究

者教員との比較の観点において実務家教員による教育に

関する特徴の一つに関して明らかにした。大学における

人的資源管理において，単に実務家教員を採用するとい

うことではなく，他の要因こそが教育や学生支援にとっ

て重要であるという知見は政策に対する新たなインプリ

ケーションである。また，今後も実務家教員の活躍が期

待される観光領域，メディア領域，ファッション領域，

スポーツマネジメント領域の 4 領域へ事例として着目し

たことはそれぞれの領域の教育実践に対する貢献である。 
しかしながら，本論には試行的な考察であるという限

界があり，それに関連する今後の課題を示す。本論の限

界は第一に，実務家教員と研究者教員の主観的な認識に

着目していることであり，かつ，教師効力感についての

自己評価を対象としていることである。そのため，実務

家教員によって提供される教育によって，とりわけその

教育が研究者教員によって行われる場合と比較して，学

生が十分に実務に関する知識や技術を身に付けているこ

とができているかどうかを検証することは残された課題

となっている。自己評価と教育実践の関係を明らかにす

るという重要な課題に取り組むための先導的な性格を有

している。第二に，実務家教員を大学以外の職場で正規

従業員としての勤務経験があることと操作的に定義した

件に関することである。大学案内のウェブサイトやシラ

バスなどに実務家教員として紹介されること，自分自身

が実務家教員であるというアイデンティティをもつこと，

学生や事務職員から実務家教員であると認識されること

など，実務家教員を定義する方法は多様である。そのよ

うな本論では採用しなかった定義によっては異なる結論

が得られるかもしれない。そのため，本論の主張は実務

家教員全般に対して一般化できるものではない。第三に，

調査の実施上の制約から対象 4 領域に限定したことであ

る。他の人文社会系の領域や，従来から実務家教員が活

躍している医学・保健学，工学などの領域における調査

を展開する必要が残されている。 
 
Keywords: University faculty profession, industry-academia 
partnerships, bachelor's degree education, teacher efficacy, 
free college. 
 

〈附記〉本研究は JSPS 科研費 20K02934 の助成を受けたもので
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オオンンラライインン中中心心のの授授業業形形態態をを取取りり入入れれたたププロロジジェェククトト学学習習ににおおけけるる  

リリーーダダーーシシッッププ開開発発のの評評価価  

Evaluation of Leadership Development in Project-Based Learning with an 
Online-Centered Classroom 

 

上田 勇仁 
Hayato Ueda 

 

 

The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
Keywords: Leadership Development, Project-Based Learning, Online Learning, Service Learning 

 

 

1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考
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註 
［註 1］文部科学省「持続的な産学共同人材育成システム構築

事業」ウェブサイトの「大学等と実務家教員のためのマッチン

グサポート：実務家教員育成研修プログラム受講者・修了者デ

ータベース」による。 

https://matching-jitsumuka.jp/ 

（2024 年 9 月 27 日参照）． 

［註 2］各大学のウェブサイトから観光領域，メディア領域，

ファッション領域，スポーツマネジメント領域の 4 領域それぞ

れに該当とすると考えられる学部・学科を抽出した。たとえば，

観光領域は地域政策学部観光政策学科や総合経営学部観光ホス

ピタリティ学科，メディア領域は社会学部メディア社会学科や

メディアコミュニケーション学部，ファッション領域は国際文

化学部国際ファッション文化学科や家政学部服飾造形学科，ス

ポーツマネジメント領域はスポーツ人間学部スポーツビジネス

学科や経済学部健康スポーツ経営学科などである。なお，ファ

ッション領域は私的領域での専門性を基盤とする被服学や家政

学に位置付けられていることがあるものの，時にビジネスの対

象として扱われている場合もある。 

［註 3］スポーツマネジメント領域と体育に関する教員養成系

の学部・学科，ファッション領域と家庭科に関する教員養成系

の学部・学科，メディア領域と情報工学の学部・学科が重なる

ことがある。この場合は調査対象から除外している。また，各

大学の学部・学科には教養教育や外国語教育の担当者など異な

る学問領域の教員が所属していることもある。この調査ではそ

うした別の学問領域の教員も当該学部・学科の領域の教育を担

っていることから除外せずに対象者としている。 

［註 4］文部科学省「持続的な産学共同人材育成システム構築

事業」ウェブサイト「マッチングサポートパンフレット」2022

年 7 月版による。 

https://jitsumuka.jp/wp-content/uploads/2022/07/jitsumuka_matching

DM.pdf 

（2024 年 9 月 27 日参照）． 

［註 5］観光経済新聞ウェブサイトの記事による 

https://www.kankokeizai.com/【観光の学校特集】玉川大学/ 

（2024 年 9 月 27 日参照）． 

［註 6］表 2 の因子分析のケース数が少なくなっているのは，

外部資金獲得，研究業績，大学の管理運営について「該当して

いない・実施していない」と回答している者が相対的に多く，

欠損値となっているからである（特に外部資金獲得）。また，表

2 より，教育自己評価と育成・支援自己評価は中程度の正の相

関があるものの，同一の変数であるとまではいえない。「大学の

管理運営に貢献している」という質問項目の因子負荷量が 0.400

を下回っているという点には留意が必要であるものの，本稿で

は，教育自己評価と支援・育成自己評価を問題とするので，問

題は少ないと考えられる。 

［註 7］なお，正規性の検定によると，2 つの従属変数はともに

正規分布を仮定できないという点には留意が必要である。 

［註 8］教育自己評価の重回帰分析における VIF の最大値は

3.831 であり，支援・育成自己評価におけるそれの最大値は 3.812

である（ともにモデル 1 の値）。 

［註 9］モデル 2 の設定理由は，学問領域によって実務家教員

の影響力は異なる可能性があるためである。モデル 3 の設定理

由は，同じ実務家教員であっても，研究能力・意欲を担保する

要素の一つである博士号を取得しているか否かによって正（ま

たは負）の影響力を想定しうるからである。 

［註 10］長谷川（2018）によれば短期大学や専門学校の教員は

「授業スキルの改善」を研究活動と捉えることがある。論文執

筆や学会発表を研究活動であると理解する，大学における伝統

的な教員とは認識が異なる場合がある。本論で扱う調査へ回答

した実務家教員も研究者教員とは別様の研究活動観をもってい

る可能性は否定できない。しかしながら，実務家教員の回答者

のうち，「最新の論文や学術書を読」ことの頻度を尋ねる質問に

対して約 84％が「ときどき実施する」または「よく実施する」

と回答し，「学術論文を執筆する」ことの頻度を尋ねる質問に対

して約 63％が「ときどき実施する」または「よく実施する」と

回答している。学術的な文章を取り扱うことに関して必ずしも

無縁ではない回答者が相対的には多くなっている。 
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えられる． 
プロジェクト学習において，受講者同士のコミュニケ

ーションをオンライン会議システム等のオンライン中心

の授業形態に移行する教育実践が行われている[10]．プロ

ジェクト学習をオンライン中心の授業形態にすること

で，異なる場所にいる学生同士が協力しやすくなったり，

民間企業や NPO など従来授業に関わっていなかった人

と繋がったりすることで多様な成果物の創造に繋がる可

能性がある．一方で，全ての授業において対面でのコミ

ュニケーションを行うプロジェクト学習に比べるとオン

ラインを中心にしたプロジェクト学習では，受講者同士

の関係性が上手く構築されず，リーダーシップ開発が行

われない可能性がある． 
これまで，プロジェクト学習における対面授業とオン

デマンド授業を比較する研究[11]では，対面授業の比較対

象になるオンデマンド授業は授業前半となる一部をオン

ライン化しているが，全ての授業回をオンライン化して

いない． 
授業全体を通じてプロジェクト学習をオンライン化し

た教育実践と全ての授業回を対面で行う教育実践との教

育効果を比較し，オンライン中心の授業形態における課

題と能力習得の傾向を示すことで，プロジェクト学習の

授業デザインを拡張していくことの指針を提示すること

ができる． 
 

1.2. 本研究の授業形態と目的 

本研究のプロジェクト学習におけるオンライン学習の

形態を解説する．オンライン学習を進めるうえで，Web
会議システムと学習支援システムを取り入れた．Web 会

議システムは，インターネット環境を通じて遠隔地点に

いる相手とコミュニケーションを取れるシステムであ

り，本研究では授業が開講される時間帯に全ての受講者

は Web 会議システムにログインし，教員からの講義やグ

ループディスカッションなどを行った．また，プロジェ

クト学習の学習を支援するシステムとして，マイクロソ

フト社が提供している Teams（以下学習支援システム）

を利用し，プロジェクト学習の提出物の管理，授業に関

する情報提供，授業時間外のグループ活動をインターネ

ット上で実施した．本研究では，これらのシステムを利

用して 2 つの授業形態を構築した．全ての授業において

Web 会議システムと学習支援システムを取り入れる形態

（以下オンライン中心）である．オンライン中心の授業

形態では，教員と学習者，学習者同士が対面で合うこと

はなく，全てインターネット上で授業を実施する．もう

一つは，対面授業で参加し学習支援システムを取り入れ

る形態（以下対面中心）である．対面中心の授業形態で

は，教員と学習者，学習者同士が授業時に同じ教室に集

まり，授業時間内外で学習支援システムを利用する． 
本研究では，オンライン中心と対面中心のプロジェク

ト学習を実践したうえで，受講者からのインタビューか

らオンライン中心のプロジェクト学習における教育実践

上の課題を示し，授業の学習目標として掲げられている

リーダーシップ開発の評価についてオンライン中心と対

面中心を比較検討することを目的とする． 
  

2. 授業概要 
 
授業は都内の大学で開講され 1 年次から 4 年次の学生

が受講する選択科目「サービスラーニング」という科目

であり 2020 年〜2022 年の授業を対象とする．本授業で

は，地域に開かれた盆踊りを大学のキャンパス内で開催

するために類似する事例を調査し，イベントを開催する

ための広報手段，イベントの企画について理解を深める．

その後，盆踊りの準備・運営に関するグループに分かれ，

盆踊り開催に向けての準備を進める．盆踊り終了後には

グループごとに報告書を作成し，外部の参加者を交えて

報告会を開催する． 
本教育実践では到達目標の一部にプロジェクトを推進

していくためのリーダーシップ開発を行う．リーダーシ

ップ開発につながる授業内容としては，授業の第２回目

にリーダーシップの理論について講義を行い，盆踊り終

了後の第 13 回目の授業において盆踊りの準備・実施とい

った学習活動を踏まえて，自身のリーダーシップ開発の

状況を振り返るためにワークやディスカッションを取り

入れている． 
2020 年のオンライン中心の教育実践においては，第 1

回目の緊急事態宣言が発令され，例年対面でのイベント

を企画し実践する授業活動であったがオンラインを中心

とする授業形態に変更する必要が生じたことにより授業

を実施することになった． 
 表 1 に本研究の対象となるプロジェクト学習の形態と

授業の活動の違いと受講者数を記した．オンライン中心

の形態は 2020 年であり，全ての授業回において Web 会

議システムを取り入れ授業を実施授業時間外活動につい

ても Web 会議と学習支援システムを活用した．対面中

心の授業は 2021 年〜2022 年であり，全ての授業回にお

いて対面で授業を実施した．授業時間外活動については

対面での打ち合わせと情報共有の管理する学習支援シス

テムを活用した．本授業においては成果物として地域に

開かれた盆踊り（写真 1）を実施することになっている

が，2020 年は緊急事態宣言発令中のため Web 会議シス

テムを利用したオンライン盆踊りのイベントを実施した

（写真 2）． 
 
3. 調査概要  

 
3.1. 受講者修了者を対象にしたインタビュー 

 オンライン中心のプロジェクト学習と対面中心のプ

ロジェクト学習を比較し，オンライン中心のプロジェク

ト学習における教育実践上の課題を明らかにする．表 1
の授業に履修者や SA（スチューデント・アシスタン

ト）として関わった人物に対してインタビュー調査を実

施した．対象者は教育実践を実施した A 大学の修士課

程に在籍する B 氏である． 
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オオンンラライインン中中心心のの授授業業形形態態をを取取りり入入れれたたププロロジジェェククトト学学習習ににおおけけるる  

リリーーダダーーシシッッププ開開発発のの評評価価  

Evaluation of Leadership Development in Project-Based Learning with an 
Online-Centered Classroom 

 

上田 勇仁 
Hayato Ueda 

 

 

The purpose of this study is to demonstrate the challenges of online-centered class format in Project-Based Learning 
and to evaluate the acquisition of leadership-related competencies. We implemented both online-centered and face-
to-face project-based learning. The study consisted of interviews with the participant of these educational practices 
and a questionnaire survey before and after the classes were taken. As a result, the interview survey revealed that the 
online-centered class format had some issues, such as difficulty in grasping the progress of assignments when 
communication with other students was interrupted, compared to the face-to-face class format. In addition, it was 
shown that the relationships among students established in other face-to-face classes contributed to group activities. 
The results of the questionnaire survey showed that students tended to acquire leadership skills regardless of the class 
format, and that they tended to acquire the same level of leadership skills in the online-centered class format as in the 
face-to-face- format. 
Keywords: Leadership Development, Project-Based Learning, Online Learning, Service Learning 

 

 

1. はじめに 
 

1.1. 背景 

高等教育機関においてリーダーシップなどの社会人と

して働くことを前提とした能力開発が普及している．リ

ーダーシップとは「職場やチームの目標を達成するため

に他のメンバーに及ぼす影響力」のことであり[1]，リーダ

ーシップ開発とは，職場やチームの目標を達成に繋がる

能力を獲得するプロセスと捉えることができる．企業が

リーダーシップ開発といった仕事に直接繋がる能力の必

要性を訴え始めた背景には，若手社員の早期戦力化があ

る．労働力人口の減少や事業スピードの高速化に伴い，

若手社員を長期的に育てる余裕が失われ始めている[2]，

このような傾向を踏まえて，経済産業省は社会人基礎力
[3]といった大学を卒業した時点で求められる能力観を提

示し，大学などの教育機関にカリキュラムを通じてチー

ムで働く力といった集団で働くうえで必要な能力として

取り上げている．厚生労働省が所管する職業能力開発総

合大学校総合課程の教育方針にも「ものづくり現場のリ

ーダーとなる能力」が必要だと記述されている[4]．ものづ

くりのスペシャリストになるだけでなく，チームのなか

でリーダーシップを発揮しながら生産現場全体を見渡せ

る人材を育成していくことを教育方針として示されてお

り，職業訓練指導員だけでなくものづくり現場で活躍す

るための能力開発に寄与するカリキュラム設計が行われ

ている． 
リーダーシップ開発に繋がる教育手法としてプロジェ

クト学習の手法がある．プロジェクト学習とは「実世界

に関する解決すべき複雑な問題や問い，仮説を，プロジ

ェクトとして解決・検証していく学習のことである．学

生の自己主導型の学習デザイン，教師のファシリテーシ

ョンのもと，問題や問い，仮説などの立て方，問題解決

に関する思考や協働学習等の能力や態度を身につける．」
[5]とされており，実世界に関する課題解決に繋がるプロ

ジェクトをチームで遂行する手法である．これまで，プ

ロジェクト学習は成果物の創造を通じて，「他者との協

働」「自律性」「社会的態度」「リテラシー」「ICT 利活用」

のスキル習得に繋がると報告されている[6]が， リーダー

シップ開発を目的にしたプロジェクト学習の教育実践も

複数報告されており[7] [8]，これらの関連する取り組みは

体系的に整理されている[9]．リーダーシップ開発を目的

にしたプロジェクト学習においては，グループ内におけ

るコミュニケーションや意思決定といった成果物の創造

に向けた学習活動がリーダーシップ開発につながる行動

と一致しており，プロジェクト学習における学習活動に

よって受講者のリーダーシップ開発に寄与していると考
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